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研究成果の概要（和文）：本研究では、地方で展開される地域ビジネスの起業・事業化のプロセスを分析した。高知工
科大学と芸西村と地域企業が取り組んだ木質バイオマスビジネスを事例とした。地方のビジネスでは、一定規模の需要
と一定規模の供給が存在せねばならず、クラスター三層構造（事業間、組織間、相互利益）が必要である。クラスター
における利害関係者が少なければ少ないほど、調整に時間や労力を奪われず、ビジネスが成功する可能性が高くなる傾
向が見られた。

研究成果の概要（英文）：In this research, we analyzed industrial business creation in the local area. We 
focus particularly on business processes. We survey a case study about a wood biomass energy business 
project. This project is carried out by Kochi University of Technology, Geisei-village, and a local 
company. Next, we compared this case study with other local businesses. In particular, we observed the 
instability of these businesses. Then, we propose a three layer structure for cluster stabilization.

研究分野：経営学

キーワード： 地域ビジネス　起業論　ビジネスモデル　ビジネスプロセス　農業ビジネス　地域活性論　産業クラス
ター理論
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１．研究開始当初の背景 
高知県はインフラ等の企業立地条件で競
争性が低く、県土の 84％を森林が占めるうえ、
主要な地域資源が農産物や森林や自然であ
るなど、地域再生には厳しい条件が備わって
いる。また、県の経常収支、人的収支も大幅
な赤字であることが衰退の主要因であるこ
とは、全国の地方が抱える基本的に共通する
構造問題である。さらに、高知県の有効求人
倍率は全国最低水準であり、人材活用が緊急
的課題である。 
 真に地域活性化を考えれば、個別の経営資
源に着目した経営モデルを構築するのでは
なく、普通に地方に存在する資源による地域
活性化モデルを推進すべきである。地方に残
された限りある経営資源である森林、農産物、
自然、人材を活用したビジネスモデルを企画
できる人材育成により、個々には小さいが多
くのビジネスを創造することで高知県全体
の活性化が望まれている。さらには、全国の
地域活性化に適用できるモデル提示が望ま
れる。 
地域社会経営システムにおいては、間伐材
などの環境資源の公益的機能およびエネル
ギーとしての価値に対して、その環境資源を
整備・維持管理しエネルギーを生産するため
にかかるコストを関数化し、両者の価値の部
分均衡により利用者（地域住民）と施行者（行
政など）の社会的厚生が最大となり、地域社
会経営が成立する関係を導出する新たな環
境経営の概念を確立することが必要である。
農業および林業、地域住民は地域社会経営で
導出される社会的厚生を享受するとともに
コストを支払う経営システムの参加者であ
り、相互関係において社会的厚生がコストを
上回っている必要があり、地域社会経営シス
テムにおいては最大化された社会的厚生の
最適配分のマネジメント機能設計を具体化
することが必要である。地域経営システム構
築のためのプロセスをモデル化ができれば、
他の科学技術による地域経営システム構築
に貢献できる可能性がある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、地方における自治体・企
業・住民が取り組む地域ビジネスの起業なら
びに事業化プロセスを実証的に調査分析・比
較検討しながら標準的理論や方法論につい
て仮説を立てて提示し、検証することである。
またその際に、地方大学が蓄積してきた人
的・物的・知的資源を地域ビジネスの中核能
力として明確に戦略的に位置付けることで
新たな地域活性化のシステムを構築し、地域
と共生し地域とともに発展する地域ビジネ
スの新たな経営のあり方および地方大学の
役割の明確化、地域の活性化を阻害する要因
についてビジネスモデルおよび形成プロセ
スに関する分析を踏まえて提示し、自治体、
大学等の利害関係者の相互作用構造モデル
を提示する。 

３．研究の方法 
本調査研究は、これまで高知工科大学の社
会マネジメント研究所やマネジメント学部
が主体となって取り組んできた地域活性化
に資するプロジェクトについての調査研究
をベースに進展させたものである。 
特に、地域ビジネスの創造から事業化に至
るプロセスに焦点を当て、この調査研究から
帰納法的に得られた知見をまとめ、これから
地域ビジネス創造および事業化、もしくは地
域活性化を学ぶ方に有益なマネジメントの
フレームワークを提示するものである。 
地方創生が国としての重要課題となって
いる。高知県は少子高齢化が全国に先駆けて
進んでいる課題先進県であり、ここでの地域
活性化や事業創造は重要な将来の指針とな
る。全国で生じるであろう課題を先んじて経
験しており、先んじて適応方法を考えている
という意味である。しかし、高知県における
地域活性化や事業創造の意味は更に重い。地
方を調査研究する者は多いが、そのうち地方
に移住して来た研究者が「住んで初めて、地
方の課題構造が理解できた」と言う。本当の
意味での地域理解に基づく適応方法の調査
研究は少ないのではないだろうか。例えば、
事業創造に必要な経営戦略にしても、事業者
が競い合う市場が存在しないことを前提と
すれば自ずと異なった論理展開を考える必
要がある。 
本調査研究は、「都市と地方の違い」を意
識しながら、筆者らが実際に経験した事業創
造を観察し分析し、身近に存在する経営者や
利害関係者と入念な対話を行うことで得ら
れた知見をもとに理論化を志向した。経営学
の基礎的理論を参考にしながら、地方の課題
構造に即した論理的思考において独自の展
開を試みた。 
 
４．研究成果 
地域ビジネスの創造から事業化に至るプ
ロセスに着目し、事例調査から帰納法的に得
られた知見を理論化した。例えば、地域ビジ
ネスの起業～事業化期には、需要と供給の関
係が安定化すること、つまり、一定規模の需
要者と一定規模の供給者が存在することが
必要条件である。 
地方における起業から事業化に至るプロ
セスにおいて障害となり得るリスク要因と
ビジネス安定化の方策を検討した。中核事例
のバイオマスビジネスや他の地域ビジネス
の事例について分析検討を重ね、ビジネスの
起業から、技術や製品開発が市場に受け入れ
られ、収益化するまでの障害を抽出し、それ
ぞれの段階についてリスク要因を分析した。
また安定化方策についても検討した。 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
技術開発が受け入れられ収益化する迄のハ
ードル 
 
①術開発投資リスク 
バイオマスプロジェクトは、自治体から私
企業が金銭的協力を得られないため、開発主
体である民間企業がすべてのビジネスリス
クを背負わなければならない。また、公的な
性質の強いビジネスであるため、地元自治体
の理解・協力を得られない場合、プロジェク
トの実行そのものに対する大きな障害とな
る可能性がある。民間企業の研究開発投資リ
スクが高くなるという不安定な関係を有す
る。 
馬路村や上勝町においても、ビジネス化に
至るまで、一定レベル以上の投資や製品開発
を行っている。上勝町では、農家へのパソコ
ンの配布や、情報ネットワーク構築に初期投
資をしている。しかし他の地域ビジネスと比
較しても、バイオマスビジネスにおける技術
開発リスクは、主体の民間企業の投資リスク
が高かったという難しさはあった。 
 
②技術シーズの実用化（地元の協力） 
環境に関心を持ち、先進的な農業経営を志
す農家の発見と協力がビジネス成功の重要
な要因であった。技術ニーズを確認する段階
においては、試行錯誤の面倒なプロセスを共
に実施してくれる先進的な意識の協力農家
の存在が不可欠である。技術開発段階におい
て、需要家の技術ニーズを把握し需要家に受
け入れられる技術の開発を経済的、時間的な
観点から最も効率よく行う為には需要家の
協力が必要である。バイオマスボイラーの開
発においては、先進的な農家の発見と彼らの
献身的な協力により、彼らの持つ加温機運転
ノウハウや意見を取り入れながら技術開発
を実行できたことが効率的な開発投資・スピ
ード及び機器の効率性に大きな影響を与え
た。 
上勝町や馬路村のケースにおいても、地元
の協力が重要であることは共通した条件で
ある。個別農家の協力が無ければ事業は成功
しない。 
 
③技術ニーズの確認（保証リスク） 
技術ニーズの確認から技術開発段階では
先進的な農家の協力を得た。しかし、農業経

営の安定は不可欠であったことから、燃料供
給、燃料価格、初期投資に関わる保証を与え
る必要があった。特に燃料については県外企
業に依存することになり、金銭的に大きなリ
スクを負った。 
技術の実用化開発段階では、技術を実証す
る為にユーザーの協力を得る必要があった。
ユーザーは経済的リスクを回避するために
技術開発側に保証を要求する。これを乗り越
えるために技術開発側は経済的に大きなリ
スクを負担した。これが地方の小規模事業者
にとっては大きなハードルとなった。保証リ
スクはバイオマスビジネス特有に見られる
条件であり、上勝町や馬路村のビジネスでは
こうした特性は認められなかった。 
 
④技術の効率化（競争リスク） 
木質バイオマスバーナーの技術は、東京本
社の大手機械メーカーが圧倒的に優位であ
ったが、農家との地道な協力関係により効率
性において優位な技術を確立できた。さらに
重油の値段が木質ペレット相当まで下がっ
ても、農家の経営が安定し、産業クラスター
も安定化する技術水準を目指した。地方にお
いて地元企業がビジネスを成功させるため
には県外企業との競争に勝つ必要があるが、
圧倒的な資本力と技術力を有する県外企業
と市場原理に則って競争することは非常に
困難である。 
その結果、県外企業に都合の良いビジネス
モデルが形成され、県内資源が付加価値や波
及効果を生まないまま県外に流出する事も
ある。技術あるいは商品の優位性を確保する
ことは、市場での競合関係において優位性を
発揮するだけではない。産業クラスターを安
定化させ地域への価値創造及び波及効果の
創出を生み出すために必要なビジネスプロ
セスである。 
技術や製品の優位性を確保する点におい
ては、上勝町のケースは、その事業体がその
地域でオンリーワンの事業体となっている
点がバイオマスビジネスと異なる。馬路村は
既に類似製品が出回っているものの、馬路村
そのものをブランド化して田舎の雰囲気と
抱合せて都市部に売り出す方針を早くから
打ち出しており、こうした意味でオンリーワ
ンを確立している。バイオマスビジネスは県
外との競争が既にあり、本質的に異なる。こ
の点からも何らかの優位性を見出し競争を
優位に進める必要がある。このバイオマスビ
ジネスのケースにおいては、幸運にもボイラ
ーの技術的優位性に恵まれたことに加えて、
地域と一体化した取組みが功を奏し、一定レ
ベルの成果に繋がっている。 
 
⑤産業クラスタービジョンの形成（需給安定
リスク） 
技術的優位性を踏まえた産業クラスター
ビジョンの形成が、ビジネス安定化に必要不
可欠である。企業が単独でビジネスを立ち上

 



げ成功するのは、潜在的協力者が多数存在す
る都市部の話である。木質バイオマスシステ
ムは木質ペレットを燃料とするため燃料の
供給が安定化しないと農家の経営が不安定
化し、ビジネスは起点にも立つことが出来な
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
産業クラスタービジョンの各参画者の相
互協力と相互利益調整も、ビジネス安定化に
は必要条件である。つまりクラスター三層構
造（事業間、組織間、相互利益）を確保する
必要がある。クラスターにおける利害関係者
が少なければ少ないほど、調整に時間や労力
を奪われず、ビジネス成功に近くなる。また
要素のどこかに不具合が出にくいうえに、バ
ランスが崩れた場合でも発見しやすく修正
しやすい可能性が高い。利害関係者が増えれ
ば増えるほどクラスターは複雑化し、調整に
時間と労力が奪われる。結果、クラスターが
安定化する可能性が低くなるという傾向が
みられた。他にも、ビジネス特性把握と資金
調達理論、事業形成プロセス理論、地域産業
連関ビジョン理論等が導出できた。 
 
【情報公開】 
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